
     

事 務 連 絡 

令和５年１２月１４日 

北海道開発局 

事業振興部 技術管理課 課長補佐 殿  

各地方整備局（近畿、中国を除く） 

企画部 技術管理課長 殿 

近畿地方整備局 

企画部 技術調査課長 殿 

中国地方整備局 

企画部 工事品質調整官 殿 

沖縄総合事務局 

開発建設部 技術管理課長 殿 

 

総合政策局 公共事業企画調整課 課長補佐 

不動産・建設経済局 建設業課 課長補佐  

 

 

「建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査」の関係団体への依頼について 

 

 令和 3 年 7 月に静岡県熱海市で発生した土石流災害の発生等を踏まえ、不法・危険盛土

等の発生を防止するため、盛土規制法と併せ、建設発生土の搬出先の明確化等に関する取

組として、指定利用等の徹底や資源有効利用促進法の省令改正による計画制度の強化、ス

トックヤード運営事業者登録制度の創設により、建設発生土の適正利用等の徹底が図られて

いるところです。 

 今後の制度周知の参考とさせていただくことや、建設発生土の搬出における地域状況や課

題等を把握するため、この度、建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査を実施すること

といたしましたので、下記により関係団体への依頼をお願いいたします。 

 

記 

 

〈依頼内容〉 

 ・別紙「建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査依頼内容について」を確認くださ

い。 

 

 〈依頼先について〉 

  ・別添「各地方建設副産物対策連絡協議会からの依頼先一覧」参照 



     

別 紙 

 

建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査依頼内容について 
 

【調査の目的】 

 本調査は、搬出先計画制度の周知状況ならびに建設発生土を扱う現場での課題及び実態

を把握することで、来年 6 月から元請業者による最終搬出先の確認義務化に向けた制度周

知の充実を図ることを目的としています。 

 

【調査対象者】 

○（一社）日本建設業連合会（日建連）加盟企業 

   ・建設発生土の取扱量が多く、取組状況等を把握させていただきます。  

○（一社）全国建設業協会（全建）加盟企業 

・建設発生土の取扱量が比較的多く、地域企業として地域毎の取組状況等を把握させ

ていただきます。 

 

【調査依頼】 

別添「各地方建設副産物対策連絡協議会からの依頼先一覧」の団体を通じ加盟企業に

依頼をお願いします。 

 

【依頼内容】 

  下記の資料をメールにて依頼先への送付をお願いします。 

① 「建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査」への協力依頼 

② 別紙_建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査について 

③ 調査票（建設発生土の搬出先の明確化等に関する調査） 

④ 【Excel 回答用】調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

別 添 

各地方建設副産物対策連絡協議会からの依頼先一覧 

協議会 （一社）日本建設業連合会組織 （一社）全国建設業協会組織 

北海道 北海道支部 （一社）北海道建設業協会 

東北 東北支部 （一社）青森県建設業協会、（一社）岩手県建設業協会、

（一社）宮城県建設業協会、（一社）秋田県建設業協会、 

（一社）山形県建設業協会、（一社）福島県建設業協会 

※東北建設業連合会 

関東 関東支部 （一社）茨城県建設業協会、（一社）栃木県建設業協会、 

（一社）群馬県建設業協会、（一社）埼玉県建設業協会、

（一社）千葉県建設業協会、（一社）東京建設業協会、 

（一社）神奈川県建設業協会、（一社）山梨県建設業協会、

（一社）長野県建設業協会 

※（一社）全国建設業協会 

北陸 北陸支部 （一社）新潟県建設業協会、（一社）富山県建設業協会、

（一社）石川県建設業協会 

中部 中部支部 （一社）岐阜県建設業協会、（一社）静岡県建設業協会、

（一社）愛知県建設業協会、（一社）三重県建設業協会 

近畿 関西支部 （一社）福井県建設業協会、（一社）滋賀県建設業協会、 

（一社）京都府建設業協会、（一社）大阪建設業協会、 

（一社）兵庫県建設業協会、（一社）奈良県建設業協会、 

（一社）和歌山県建設業協会 

中国 中国支部 （一社）鳥取県建設業協会、（一社）島根県建設業協会、 

（一社）岡山県建設業協会、（一社）広島県建設工業協会、 

（一社）山口県建設業協会 

※（一社）全国建設業協会 中国ブロック協議会 

四国 四国支部 （一社）徳島県建設業協会、（一社）香川県建設業協会、 

（一社）愛媛県建設業協会、（一社）高知県建設業協会、 

九州 九州支部 （一社）福岡県建設業協会、（一社）佐賀県建設業協会、 

（一社）長崎県建設業協会、（一社）熊本県建設業協会、 

（一社）大分県建設業協会、（一社）宮崎県建設業協会、

（一社）鹿児島県建設業協会 

※九州建設業協会 

沖縄  （一社）沖縄県建設業協会 

※協議会委員会の構成における団体記載名 


